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令和７年度進行管理　戦略点検シート
◎基本政策 ５　環境の保全と快適で安全なまちづくり

主要課題 No. 51 管理不全建築物等の対策の推進

●４年後の目指す姿・計画期間の方向性●
主要課題の戦略シートで設定している「4年後の目指す姿」と「計画期間の方向性」を転

記しています。

４年後
の目指
す姿

　管理不全な建築物等のない、良好な住環境が保たれている。

計画期
間の方
向性

〇空家等対策の強化
適切な管理がされないまま放置されている空家等の現状に応じ、空家等対策審議会において、法に

基づく適切な対応を図ります。また、空家等に関する相談にきめ細かく対応し、発生予防と適正管理
を促すとともに、不動産業界団体等との連携を深めながら、空家等の利活用の促進を図ります。

〇マンション管理適正化の促進
都の管理状況届出制度の運用等により把握した管理不全の兆候があるマンションを中心に、各種相

談事業や助成事業について効果的に周知し、活用を促進していきます。また、管理計画認定制度の普
及に努め、管理の適正化を図っていきます。

事業名称 所管課 事業の持つ役割 事業費(千円)

事業費（令和６年度）　上段：実績　下段：当初予算

1　どのような事業で何をしたか（実績）
戦略シートの課題の解決手段として紐づけた計画事業について、「何をしたか」「何がどう

なったか」を記しています。

186

空家等対策事業 住環境課 管理不全な空家の発生を防止する。
1,832千円

(8,139千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

相談等による空家等の現地調査 件 78 97 74

管理不全の空家等の所有者等への通知 件 26 42 35

区民及び空家等所有者からの相談件数 件 68 66 52

187

特定空家等の対策 建築指導課
周囲に悪影響を及ぼす危険性の高い空家等
を減らす。

478千円

(2,318千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

空家等対策審議会、特定空家等対策検討部会 回 3 1 3

弁護士相談 回 1 0 0

住環境課 マンションの適正な維持管理を促進する。
10,479千円

(18,136千円)

主な取組実績 単位 R4(2022) R5(2023)

R5(2023) 　区内空家等の現地調査を行い管理不全な状態の空家等を抽出し適正管理の働きかけを行いました。

R6(2024) 　管理不全空家等・特定空家等対策検討部会を開催し、特定空家２件が解体されました。

R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027)

マンション管理士派遣 件 18 28 27

分譲マンション管理個別相談 件 13 15 15

●特記事項（実績の補足）

２　社会ではどのような動きがあったか

　　（社会環境等の変化）

人口の増減や、国や都の動きなど、主要課題の背景に関して「何があったか」「今後予想さ

れる」等の社会の変化を捉えています。

チェック チェック項目

マンション長期修繕計画作成費助成 件 23 25 23

188

マンション管理適正化支援事業

有 主要課題に関連する法改正があった（今後、法改正がある）

無 主要課題に影響を及ぼす変化等があった（今後、変化等の可能性がある）

　令和４年４月より改正マンション管理適正化法が施行され、文京区では５年６月に、文京区マンション管理
適正化推進計画を策定するとともに、５年７月より管理計画認定制度の運用を開始しました。



【ＳＤＧｓの視点】

〇空家等対策の強化

　令和４年度に改定した空家等対策計画を踏まえ、空家等の対策を推進しています。
適正管理の働きかけを行っても改善が見られない空家等は、立入調査を行い区で定めた特定空家等の認定基

準に従い、特定空家等の認定を行っていく必要があります。また、５年の空家等対策特別措置法の改正によ
り、管理不全空家等に対し現地調査を行い指導・勧告を行っていく必要があります。
　６年度には、管理不全空家等・特定空家等対策検討部会を開催し、特定空家２件が解体されました。
さらに、応急的対応のひとつとして、空家等に係る文京区空家等の適正管理に関する条例を７年６月に制定

しました。

〇マンション管理適正化の促進

　７年３月、住宅マスタープランの改定に合わせ、文京区マンション管理適正化推進計画を改定しました。
管理状況届出制度に基づく届出により、管理不全の兆候が見られるマンションを把握しやすくなり、各種支

援施策の活用について働きかけを行いやすくなりました。また、助成事業や管理士の派遣・相談についても、
前年度と同程度の利用件数があり、安定した利用実績となっています。
　今後は、マンション管理計画認定制度の更なる普及に努め、管理の適正化を図っていく必要があります。

●区内の空家等の可能性のある件数
●区民及び空家等所有者からの相談件数、
　空家等の現地調査件数

３　成果や課題は何か（点検・分析）
1と２に基づき、計画期間の方向性ごとに「課題解決にどのような成果があったか」「成果が出ない

要因は何か」「新たな課題が生じてないか」などを点検・分析します。

４　今後どのように進めていくか（展開）
３を踏まえ、「何の対応が必要か」「何をどのようにしていくか」など、今後の戦略としての進め

方を記しています。

空家等の所有者・管理者に対して、条例の制定や各種施策の周知により、適正管理の働きかけを行います。
また、現地調査による経過観察や管理不全空家等への指導、勧告さらに特定空家等の認定により、周囲に悪影
響を及ぼす空家等の改善を促し、区民が安心・安全に暮らせるまちづくりを推進します。
マンション管理適正化の促進に当たっては、専門家による管理組合設立支援、個別相談やセミナー開催など

により、主体的な管理及び管理の適正化に向けた支援を行っていきます。令和７年度は、都のマンション管理
状況届出制度に基づく５年以内ごとの更新届出を初めて行う管理組合が多いことから、届出更新手続きをきっ
かけとした管理内容及び管理体制の見直し等の相談について支援を行い、管理の適正化につなげていきます。

空家等の所有者・管理者へ適正管理の働きかけを行い、その後の経過を観察しています。改善がみ
られない場合、特定空家等への認定を行うことにより、周囲へ悪影響を及ぼす特定空家等の改善を促
し、区民が安全・安心に暮らせるまちづくりを推進しました。
また、本区の主要な居住形態であるマンションについて、将来の高経年マンションの増加を見据

え、管理状況等についての助言及び長期修繕計画作成費の助成等のマンション管理適正化支援事業を
実施することにより、マンションの長寿命化及び良質なマンションストックの維持・形成に取り組
み、区民が安全・安心に暮らせるまちづくりを推進しました。

区分所有者同士が、マンションの管理運営や将来のあり方を共有し、適正な管理に向けて取り組め
るよう、区は専門家や関連団体と連携を図りながら、助成や助言等、様々な形で支援を行いました。
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